平成２０年度　第１回倉敷市地域包括支援センター運営協議会会議録
１　日　時　　平成２０年５月１日（木）１３：３０－１５：００
２　場　所　　くらしき健康福祉プラザ　３階視聴覚室
３　出席者　　１２名
　　　　　　　委　員　秋山　格一　（倉敷市老人クラブ連合会）

　　　　　　　委　員　宇野　一夫　（倉敷市議会保健福祉委員会）

　　　　　　　委　員　貝田　百合子（岡山県老人福祉施設協議会）

　　　　　　　委　員　川上　富雄　（日本社会福祉士会岡山県支部）

委　員　清野　幸代　（岡山弁護士会）

　　　　　　　委　員　國友　澄江　（倉敷ねたきり・認知症家族の会）

　　　　　　　委　員　甲加　和歌子（岡山県薬剤師会倉敷支部）

　　　　　　　委　員　佐藤　千津子（倉敷市愛育委員会連合会）

　　　　　　　委　員　品川　勝彦　（岡山県備中県民局健康福祉部）

　　　　　　　委　員　山内　宣夫　（倉敷市社会福祉協議会）

　　　　　　　委　員　山縣　典子　（岡山県介護支援専門員協会倉敷支部）

　　　　　　　委　員　與田　光子　（倉敷市栄養改善協議会）
４　欠席者　　４名
　　　　　　　委　員　平松　永通子（岡山県看護協会倉敷支部）

委　員　松尾　忠昭　（倉敷市民生委員児童委員協議会）

　　　　　　　委　員　守安　文明　（倉敷市連合医師会）

　　　　　　　委　員　横見　由貴夫（倉敷歯科医師会）
５　事務局　　１２名

　　　　　　　山磨　祥二（倉敷市保健福祉局長）

　　　　　　　渡辺　進一（倉敷市保健福祉局保険部長）

　　　　　　　吉田　晴一（倉敷市保健福祉局保険部介護保険課長）

　　　　　　　三宅　明彦（倉敷市保健福祉局保険部介護保険課課長主幹）
　　　　　　　光田　武道（倉敷市保健福祉局保険部介護保険課係長）

　　　　　　　横山　郁男（倉敷市保健福祉局保険部介護保険課主事）

　　　　　　　橋村　和樹（倉敷市保健福祉局保険部介護保険課主事）

　　　　　　　太田　康代（倉敷市地域包括総合支援センター所長）

　　　　　　　塩見　一好（倉敷市地域包括総合支援センター主事）

　　　　　　　高原　寛子（倉敷市地域包括総合支援センター主事）
　　　　　　　岡部　雅恵（倉敷市地域包括総合支援センター主任ケアマネジャー）

　　　　　　　森分　宏　（倉敷市保健福祉局福祉部高齢福祉課主幹）
６　開　会
７　委嘱状交付
８　自己紹介
９　事務局紹介

紹介の後、地域包括支援センター運営協議会の役割について事務局より説明。

１０　会長、副会長の選出
　　互選により川上委員が会長に、秋山委員が副会長に就任。
１１　議　事
　　　資料確認の後、川上会長が議長として議事進行。
（議　長）最初に、議事について全体の概要を説明したい。（1）平成18年度収支決算報告は本来19年度に行うものだが、昨年12月の運営協議会で各委員から出された質問を受けて、改めてデータを整理し直したものである。
（2）平成19年度収支決算・事業報告は5月1日の段階のものだが、3月31日までのデータを1ヶ月あまりでまとめたもの、（3）平成20年度の収支予算・事業計画をまとめたものである。
（4）高齢者支援センター委託内容の見直し（案）は、前回の運営協議会で事務局から提案があったが、まず事務局案を作成して各センターと協議した上で再度、運営協議会に諮るよう事務局にお願いしていたものである。
（1） 平成18年度収支決算報告について
（議　長）まず事務局から説明をお願いしたい。

（事務局）平成18年度の各センターの収支状況は前回も報告したが、資料の一部にわかりにくいものがあったため、わかりやすく整理したものである。
事業収支状況を包括的支援事業、家族介護教室等事業、指定介護予防支援業務の3つの事業に区分した。包括的支援事業の収入は委託料、支出額はこの事業に要した費用を人件費と事務事業費とに区分している。25センター全体の収支は約4,400万円の赤字である。
（議　長）合計額は前回の報告から動いていないと思われるが、人件費と事務事業費の仕分け方等を各センターと調整し、改めてまとめたものである。何かご質問・意見等あればお願いしたい。
―（特に意見等なし）―　
ご承認いただいたということでよろしいか。

（委　員）はい。
（2） 平成19年度収支決算・事業報告について

（議　長）事務局から説明をお願いしたい。
（事務局）平成19年度の各センターの収支は、指定介護予防支援業務の件数の増加により3事業全体では13センターは赤字だったが、25センター全体では約550万円の黒字となり、18年度からは改善がみられた。これは、専門3職種が指定介護予防支援業務を兼務していることが主な要因である。この兼務に制限を設け、介護予防支援業務のために別の人員を配置していただき、包括的支援事業に専門3職種がより専念できる体制を整備したい。
（議　長）包括的支援事業は基準額と高齢者人口に応じた加算を委託料とし、家族介護教室等事業は、各センターの実績に応じて委託料が支払われる。指定介護予防支援業務は要支援1、2の人のプラン作成料で、1件4,000円、初回ケースは6,500円である。この収入が1,000万円台のセンターは、もともと高齢者人口が多く、要支援1、2の人数も多いため必然的にプラン数も多くなる。
包括的支援事業は全てのセンターで赤字だが、その穴埋めは法人からの持ち出し、あるいは指定介護予防支援業務で黒字が出ているセンターはそこから補填をしていると思われる。一見、指定介護予防支援業務でかなり黒字が出ているように見えるかもしれないが、これで包括的支援事業の赤字を埋めているとも考えられる。ご質問・ご意見等あればお願いしたい。
―（意見等なし）―　

特に意見等なく、承認をいただいたというこということで、引き続き事業報告について事務局から説明をお願いしたい。
（事務局）平成19年度にセンターが受けた相談の手段別件数は、電話16,916件、来所3,998件、訪問27,395件、合計48,309件である。
相談内容は要支援者の予防給付に関するものが多く27,823件、次いで介護保険、保健医療、福祉相談で、相談者は7割が本人と家族である。
高齢者支援センターにはワンストップ機能があり、高齢者の方がわからないことがあれば、とりあえずセンターに相談してもらっている。25センターには、保健師または看護師、主任ケアマネジャー、社会福祉士を必ず配置しているが、この3職種で対応しきれないものは、関係機関と連絡をとって対応している。
介護予防ケアマネジメント事業では、特定高齢者に介護予防を推進し、19年度は基本健康診査と同時に25項目の基本チェックリストを実施した。結果が候補者の選定に該当した場合、特定高齢者として各センターが該当者全員を訪問している。
特定高齢者のうち介護予防事業に参加する人のケアプランが62件、介護予防教室や地域のサロンに参加するなど介護予防事業未利用者のプランが503件、合計で年間565件作成した。
包括的・継続的ケアマネジメントでは、高齢者支援センターや介護予防事業のPR活動など、地域での保健・福祉・医療に関する広報活動をしている。
また、高齢者支援センターは、管轄内の居宅介護支援事業所のケアマネジャーを指導・支援する立場にもある。各センターの主任ケアマネジャーを中心に、他の職種と一緒に管轄内のケアマネジャーとの交流会・情報交換をしながら全体のレベル・スキルアップにも努めている。
昨年10月には地域組織とのネットワーク構築を目的に、倉敷・児島・玉島・水島の4地区で地域ケア会議を立ち上げた。地域での生活が困難な方、一人暮らしや認知症の方、虐待等で見守りが必要な方への体制づくりを行っている。これは高齢者支援センターの大きな役割の一つであり、今年度は小学校区単位での地域ケア会議を立ち上げたいと考えている。
センターでは介護予防に関する教室も開催し、介護予防・転倒骨折予防教室は計305回、5,284名の参加があった。その他、介護している家族や介護に興味のある方を対象とした家族介護教室、一人暮らしや閉じこもりの方など自宅で一人で食事をしている人を集めて、皆で食事を楽しむ会食会、栄養教室、調理教室等も開催している。
高齢者実態把握調査は、65歳以上の一人暮らしの方や高齢者世帯を中心に高齢者支援センターが訪問し、虐待や病気を発見したり、調査結果から得られたニーズを必要な社会資源の開発に繋げるなど、様々な情報を得る手がかりになっている。
会議・研修の開催については、運営協議会を定例2回、臨時1回の計3回、地域ケア会議を各地区3回、4地区合同を１回開催した。ケアマネさろんは地域のケアマネジャーの相談の場として、隔月でスーパーバイザーを呼んでいたが、平成20年度からは各センターで個別に開催する予定である。
研修では、初任者研修や虐待の研修など、センター職員のレベルを上げるようにしている。地区別、職種別の職員連絡会も立ち上げており、毎月の情報交換会や職種別3部会での研修会で、互いの資質向上とセンター間の格差是正に取り組んでいる。
その他センターのPR活動も行っており、地区の栄養祭りやイベント、健康展などにも出向いて相談に応じている。
指定介護予防支援業務については、要支援1、2の方のプラン作成件数が3月のひと月で2,687件、3月時点で契約している方は全体で3,123件だった。要支援1、2の方は原則、居住地の圏域を管轄するセンターが直接プランを作成するが、居宅介護支援事業所にプラン作成を委託することも可能である。

ただ、自身の設置法人が運営する居宅介護支援事業所へケアプランを再委託する件数が多いと指導対象にもなる。事業の中立性、公正性が保たれていることについては、表の委託先と委託契約の数、プラン数で見ていただきたい。3月にセンターが直接作成したプランは2,687件、委託が606件、合計3,293件である。
（議　長）当初は会議の時間都合で、各センターの実施状況は出さないという話もあったが、各センターの実績を比較していただき、広くご意見をいただいたほうがいいだろうということで報告した。ご質問等あればお願いしたい。
（委　員）細かいところで恐縮だが、確認させていただきたい。相談件数が合計で48,309件、内容別が54,408件、相談者が53,243人となっているが、事業実績の基準になるのは、相談件数、内容の件数、相談者数のうちどれか。
（事務局）相談件数を基準にしている。相談内容は複数内容の場合もあり、相談者についても、一人で来たり、複数で来たりすることがあるので、この辺の数は合っていない。

（委　員）各センターの総合相談支援その他の数や委託料、事業費について、事務局はどのように評価されているのか。
（事務局）相談件数の計上の仕方については、統一基準を示していたが、細かい部分で計上の仕方に差があったので、20年度以降も計上方法の統一を指示している。ただ、19年度については、相談件数がすべての基準になるとは捉えにくく、現状をお示した格好である。

（委　員）昨年末の議論に少し関係する話だが、それを整理整頓して20年度は新しいものを出すということで理解してよろしいか。

（事務局）はい。

（議　長）倉敷市は市内の法人にセンターを委託しているので、法人によって取組みに対する意識の差も実績の数字に表れているのではないかと思う。単純にそれぞれの件数を比較するというのも難しく、各センターが担当している管轄エリア内の高齢者人口も勘案して見ていただきたい。
ただ、高齢者虐待の相談件数や特定高齢者に対するプラン作成件数が一桁あるいはゼロのセンターもある。各法人の意識の差もあると思うが、市の委託事業なので、委託内容・条件等、求めるものは満たしてもらう必要がある。数字の拾い方に誤差はあるにしても、20年度はきちんとこの辺の実績を出す活動をするよう、地域包括総合支援センターから助言・指導等していただきたい。他にご意見等あればお願いしたい。
―（意見なし）―

他にご意見等無いようなので、承認いただいたということでよろしいか。

（委　員）はい。

（3） 平成20年度収支予算・事業計画について

（事務局）高齢者の方が住み慣れた地域で尊厳を持ちながら自立した生活を送れるよう、あるいは社会参加ができるように介護予防の普及啓発、介護予防事業への参加の増加に努めたい。高齢者支援センターが地域に根ざした活動を展開していくために、センターの活動や役割が周知徹底できるよう啓発活動を積極的に行う。
また、地域包括ケアを実現させるために、地域の方々や関係機関の方と連携をとって地域の包括支援ネットワークの増築に取り組むとともに、センター職員の知識、技術の向上と職員間の連携を図るため、地区別および職種別の職員連絡会で研修・情報交換、スキルの向上に努めたい。
地域包括総合支援センターでは、運営協議会を年2回、必要に応じて臨時で開催する。また、介護予防事業の推進について、様々な機会に出向いて介護予防の必要性をPRしているが、地域住民を含めて介護予防への理解が十分に浸透していない。そのため参加者も少なく、委託している事業所も十分に展開されていない。今年度は介護予防の必要性をさらにPRし、住民の意識を上げていきたい。
各種教室では、高齢者支援センターの役割や介護予防の意義等、介護予防を実際に推進していきたいと考えている。その他、新規介護予防事業に関する事業参加も推進していく。
地域ケア会議は地区ごとに開催しているが、小学校区単位でできる小地域ケア会議も開催したい。ミニ地域ケア会議では、センターが持っている困難事例等を地域の方や専門家と話し合い、地域ケア会議では孤独死や認知症、虐待、社会資源の開発などに取り組む。また、総合相談支援の業務内容を統一し、それに対応できるよう3職種のスキルの向上を図りたい。
また、どのセンターに行っても同じ対応、レベルになるよう、各センターの格差を少なくするために連絡調整をしつつ研修に取り組んでいく。
権利擁護を地域に浸透させるため、悪徳商法や消費者被害、成年後見制度に関する研修会にも取り組みたい。虐待については昨年度75ケース、延382件対応し、虐待を受けている人の84％が女性、虐待者は息子・配偶者で約6割にのぼった。センターでは虐待の早期発見・早期対応に取り組むと同時に、虐待に至る一歩手前で止めるためにも地域ケアネットワークが必要だと考える。昨年度、高齢福祉課で立ち上がった虐待ネットワーク会議への参加を通して、センター職員のスキルアップを図るとともに、抱えている事例への対応を考えていきたい。
包括的・継続的ケアマネジメント支援では、25センターが地域のケアマネジャーを支援するため、定期的にケアマネジャーとの連絡会を開催し、ケアマネジャーのニーズを拾い上げていきたい。
高齢者の実態把握調査は、65歳以上の方の実態を把握して保健福祉のニーズを拾い上げること、そして特定高齢者に向けて生活機能評価を受けてもらうためのPR活動でもあるので、調査時に25項目の基本チェックリストをしてもらい、介護予防が必要な方には健診を勧めている。20年度も引き続き基本チェックリストを行い、生活機能評価を受けるよう勧めていきたい。
各センターの活動計画と予算については、各センターから提出されているので回覧させていただく。

（議　長）地域包括総合支援センターも含めた事業運営について説明をいただいたが、何かご質問・ご意見等あれば願いしたい。
（委　員）大変立派な計画ができていると思うが、事業が多く、主任ケアマネジャーが各センター１名ずつで業務がこなせるのか教えていただきたい。
（議　長）19年度の実績報告からも実績をあげているセンターもあり、センターによって取り組みに差があるとは思うが、事務局から説明をお願いしたい。

（事務局）実に大変な内容であり、センターは大きな業務を担っている。実際に地域に出ることが多く、それがすべての実績になるものでもないが、何度も地域に足を運びつつ、他の業務もこなしている。PRするほど業務量も増え、大変になるが、3年目なのでセンターの活動も定着させ、質の向上を図りたい。

（議　長）各センターの一年間の業務の流し方、手順が確立されれば、同じ業務でも無理なく処理できるようになると思う。しかし、職員の入れ替わりが激しく、2年前のスタート時にいた職員80人程のうち50人程は入れ替わっている。このような状態で業務の蓄積や経験を深めたり、仕事の効率化はなかなか難しいと思う。何かご意見等あればお願いしたい。
虐待の発見システム、地域ケアネットワークの構築と虐待ネットワーク会議への橋渡しや外部の虐待対応専門職チームの活用など、あらゆるところと連携をとってシステムを構築しつつ、虐待解決の件数を伸ばしていただきたい。
では20年度の事業計画については承認をいただいてもよろしいか。
（委　員）はい。
（4） 高齢者支援センター委託内容の見直し（案）について
（議　長）委託内容を見直したいという件について、事務局から説明をお願いしたい。
（事務局）12月27日の運営協議会で、各センターとの委託内容の見直しについて、先ず事務局が案を作成し、各受託法人と協議のうえ運営協議会に諮るようにとの指示をいただいた。
2月21日と3月11日の2回にわたり、25の受託法人に契約内容の見直し案を示し、意見を伺った。各受託法人と協議の結果、運営協議会の了承をいただくことを条件に見直し案を作成し、3月14日の運営協議会に諮る予定としていた。しかし、3月13日の市議会保健福祉委員会で平成20年度予算案の審議があり、委託内容の見直しに伴う予算の増額分について了解が得られず、執行が留保されている。
そこで3月14日の運営協議会を急遽中止し、保健福祉委員会の審議内容やセンターの19年度収支状況から委託内容を再度見直し、改めてお諮りしたい。
これまで専門3職種は25センターに一律配置することとしていたが、所管圏域内の高齢者人口が6,000人以上のセンターは4人配置とする。
委託料は、基本割部分と高齢者人口割部分の合計額としていたが、人件費部分、事務経費部分、特定高齢者介護予防プラン作成料の合計額とする。
人件費部分は1センターにつき年額1,230万円を基本に、所管圏域の高齢者人口を勘案して定める額を上限とし、4人配置のセンターは増額する。事務経費部分は1センターにつき年額100万円を基本に高齢者人口を勘案して定める額を上限とし、4人配置のセンターは増額する。
専門3職種の配置がない期間は委託料を減額し、欠員状態が6ヶ月間継続した場合は契約が解除できる旨を明示する。
専門3職種の介護予防支援業務と包括的支援事業との兼務は、包括的支援事業が十分かつ適切に実施される範囲内であることが前提である。昨年4月にも各受託法人に、介護予防支援業務と包括的支援事業の人員基準は別であり、担当圏域の状況を踏まえて必要な職員を配置するよう配慮を求めた。
しかし、職員が介護予防支援業務に追われ、本来の包括的支援業務が十分実施できていないため、専門3職種の介護予防支援業務の兼務に制限を設け、別途必要な人員の配置を求めるものである。
最初の見直し案では、兼務制限を各法人につき月100件、4人配置の場合は130件としていたが、平成19年度の収支の状況から月75件、4人配置の場合は100件へとより制限を加えるものとする。
配置職員の変更届について届出期限を明記し、法人内の異動について頻繁な異動を制限することを目的に、事前の届出を義務付ける。
平成17年度に受託法人を公募により選定し、19、20年度と契約を更新している。地域との関係から、むやみに受託法人を変更するのは問題があるが、各センターの事業内容評価、更新審査を実施し、場合によっては更新せずに別法人を公募することとする。この評価基準および審査基準は改めて運営協議会に諮りたい。
このような委託内容の見直しに伴い、各センターの委託料は、全体で現在の3億円から3億5千万円へ5千万円の増額を必要とする。20年度当初契約額の金額は、5千万円の増額分が執行留保となったことから、3億円の範囲内で19年度の契約と同様の算定方法で契約している。
これまでの契約では、高齢者人口が少ないセンターは委託料が1,000万円程度、介護予防支援業務などの収入を加えても1,250万円程度である。委託料を勘案し、その範囲内に納まる人件費の職員を配置することがあるため、20年度見直し案は人件費の上限を高く設定している。
前回の運営協議会でも職員が交代するばかりでは専門性が積み上がらず、センターの若い主任ケアマネジャーが、キャリアのある地域のケアマネジャーを十分支援できるのかというご意見もいただいている。
人件費が高くても経験豊かな職員を配置できる環境を整備することを目的に、専門3職種の配置が必要なセンターに年額1,230万円を基本に、圏域内の高齢者人口を勘案した額を人件費部分の上限とする。介護予防支援業務への従事制限等とあわせて、高齢者支援センターが地域の中核拠点として、より充実したサービスを提供できるようにしたい。
なお、人件費部分の上限は、専門3職種3人配置の23センターは、1,230万円に23を乗じた額を総額として、各センターの高齢者人口に500円を乗じた人口割額の残りを23センターに均等に配分し、それを人口割に加えて算出している。4人配置のセンターも同様の方法である。
事務経費部分の上限は、専門3職種3人配置の23センターは100万円、4人配置のセンターは130万円の各々6割を固定部分とし、残り4割部分を高齢者人口により配分して固定部分に加えて算出している。
また、特定高齢者介護予防ケアプラン作成料は、特定高齢者を2,000人と見積もり、高齢者人口に応じて配分している。
（議　長）現在の委託料で配置している3職種が予防プランにかなり手をとられて、本来の業務が十分でないセンターもある。そのため、プランの件数の上限を下げ、その代わりに委託費、人件費部分を1,230万円、一人当たり410万円にしようというものである。高齢者人口の多いところは4人配置で1,640万円の人件費をという見直し案をだが、何かご意見があればお願いしたい。
（委　員）19年度と20年度当初契約額が少し違うのは、見直し案に基づいて、執行保留分を別個にして計算した数字と解釈すればいいのか。19年度実績そのままでいった場合に見直し案を加味した数字ということでよろしいか。
（事務局）そのとおり。

（議　長）19年度は299,989,000円の委託料で、今の契約のままで20年度もいけば当初契約額の299,997,000円だが、改正した契約を執行するようになると見直し案の349,987,000円になるという…この質問とは別なのか。
（委　員）4月1日に当初契約を組まなければならないので、議会は3億円は認めるということで、契約は既に済ましている。20年度の当初契約額は、見直し案を加味して19年度実績に照らし合わせたということでいいかというのを確認したわけで、そのとおりだと。
（事務局）20年度当初契約額の計算方法は、19年度と同じ算定方法でしている。

（委　員）見直しは加味していないのなら、なぜ19年度と数字が違うのか。
（事務局）高齢者人口が、いくらか19年度から変更があったためである。
（委　員）それが少し違うから若干誤差があるということか。
（事務局）はい。

（議　長）例えば、この契約の見直し案を運営協議会で承認した場合、議会に再度諮って保健福祉委員会で審議いただき、年度途中から新しい見直し案に基づく算定をやり直して、補正予算等で対応することもありうるのか。

（事務局）増額部分の留保なので、それを委員会で承認いただければ、時期は申し上げられないが、承認を得てから早急に契約を再度やり直したいと考えている。
（議　長）委託料は、市と各法人の契約の問題なので、運営協議会としては契約内容の見直し案についてこの方向で事務局へお願いするか、この見直し案ではだめだという結論を出すかだと思うが、ご意見等お願いしたい。

（委　員）私は保健福祉委員会の当事者なので、委員の皆さまに市議会が何を求めているかということだけご説明したい。
19～20年度にかけての予算審議の中で人件費約5,000万の増額部分について説明を求めた。議会としては十分な説明がなかったとして、二度ほど時間をかけて協議したが、結論には至らなかった。その中で運営協議会が開催されるということで、概ね了承との意見が運営協議会であれば、胸を張って議会にも提出でき、最終的には議会が判断するということになる。

（事務局）そうです。
（議　長）センター職員からも人件費部分などのやりくりが厳しいという声は聞く。PRすればするほど相談件数も増え、ケアプランの数に制限をかけたり、人件費を増額したりというこの見直し案の基本的方向については、私は運営協議会としては承認してもいいのではと思うが、いかがか。
（委　員）人件費については議会でも様々な意見がある。誤解のないようにしてほしいが、議会はこの額が高いということで留保したのではなく、数字の妥当性を見ているだけである。妥当であれば異論はないが、整合性のある答弁がなかったため留保している。私とすれば、ある一定の方向性をこの運営協議会で出していただいたほうが、議会も理解が深まるのではないか。運営協議会としても前向きに、最低限のことだろうという認識で認めるべきではないか。

（議　長）実際に職員に支払われる額を考えると410万円は決して高い額ではないと思う。若い職員しか配置できない仕組みを少しでも改善するためにも、この部分の見直しはしたいと思うが、いかがか。
運営協議会として、事務局から提案のあった再見直し案について、承認をいただいてもよろしいか。

（委　員）はい。
（5） その他

委員、事務局から報告、提案事項等なかったため、議事終了。
１２　閉　会
